






















中国が世界の経済成長 のセ ンターであ ることの
表 われ は,中 国への多国籍企業 の旺盛 な投資活動
にあ った。で は,こ うした中国経済の 「発展」ぶ
りとは一体 なにか。中国 の市場経済化 の特色 とは
何か。 この点 を1980年 代か ら90年 代 にかけて の
中国経 済 の 「発展」 過程 に求 めて検討 してみ た
い。
第1に,90年 代前半の中国経済 の動 向 と課題 は
何かを究 明 してみたい。
第2に,高 成長 の もた らす矛盾 と してのインフ
レの要因 とその対策を検討する。
第3に,今 後 の課題 として成長に伴 う環境対策
をどうす るかにつ いて考えたい。
2.中 国経済の動向と課題
1.問 題 の所 在
世界 の経済成長のセ ンターとして東 アジア,と
くに中国経済 が脚光 を浴 びてい る。1994年8月
30日 にUNCTAD(国 連貿易開発会議)が 発表 した
「世界投資報告書」 によると,1993年 の世界企業
による対外直接投資 は1950億 ドルで,3年 ぶ りに
増加 に転 じたと報告 し,そ のうち途上国への投資
は40%(800億 ドル)で,目 立 った動 きは,中 国が
280億 ドルを占めた点にある。 中国 は投資受 け入
れ国 と して は,米 国の320億 ドルに次 いで第2位
であ った。中国への投資の中心 は,日 本,米 国,
EUそ してNIES,ASEANの 国々であ り,多 国籍
企業 が中心 的役割 を占めているとい う。
1978年,中 国は経済改革 ・開放政策路線を選択
して以来,一 貫 して市場経済を実践 している。80
年代,中 国 は従来 の質素 と貧困の社会主義か ら脱
皮 して,庶 民 の生活 の豊か さを求 める社会主義市
場経済 を選択 したのである。
1993年3月 の中国共産党第14回 全国代表大会
(14全 大会)は,「 社会主義市場経済」 への転換を
強調 し,第8次5か 年計画(1991～95年)の 経済成
長率 を8～9%に し,経 済建設を国家の中心任務で
あ ると した。この時点で中国 は,国 内の経済改革,
すなわち1人 当 りの所得水準の向上 と福祉の充実
を基本 とす る経済諸制度 の 「改革」 を推進す ると
同時 に,対 外的には経済を 「開放」 し,国 内 の経
済水準 を向上 するために,外 資導入 による対外経
済,す なわち世界経済 の システム(例 えば,IMF,
2 国際化時代の 「中国経済」の課題とはなにか
GATTな ど)へ の参加を通 じて,中 国の経済発展
を強力 に推進す るというのであ る。 この点か らま
ず中国経済 の高成 長の特徴 をみてみ ることにす
る。
(1)高 成長 の中国経済
中国経済 は 「国内経済政策」 と 「外資導入 によ
る沿海地域の開放」 とい う2っ の路線を連動す る
ことによ って 「社会主義市場経済」 の充実を選択
したといって よい。
中国 は,改 革 ・開放政策下で,事 実上,高 成長
を続 けてい る。1981～90年 の10年 間の平均実質
成長率 は9.1%で あり,90年 代に入 って,量 的に
みると,92年,93年 と,実 質成長率13%で あ り,
む しろ余 りの高成 長 ゆえに経 済過熱 が懸念 され
た。中国 の高成長 はア ジア地域 において も抜群の
伸 びを示 して いる(図D。 中国経済 を総体的 に対
外経済状況か らみると,1980年 代以降 の中国 の貿
易の伸び率 は著 しい。ちなみ に79年 か ら92年 ま
での13年 間を とってみて も,輸 出は6.2倍,輸 入
は5.1倍 に増大 し,92年 水準で中国貿易を世界貿
易の視点でみると,第11位 に位置す る。すでに世
界銀行 は,台 湾,香 港地域 を含めた中国経済の動
きを中華経 済圏 と呼び,購 買 力平価 で換算す る
と,こ の地域 の経済規模 は,2002年 にいまの米国
の経済規模 に達す るであろうと報告 してい る。
こう した改革 ・開放政策の結果 は,中 国経済の
高度成長 となって表面化 したが,同 時 に沿海部の
都市 と非沿海部の都市 間,都 市 と農村間のそれぞ
図1ア ジ ア 地 域 の 成 長 率
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② 国内改革 と しての農業改革
一 農業生産責任制から郷鎮企業制ヘー一
中国経済が高成長を もた らしたのは,そ れなり
の理 由が ある。80年 代以降進 めて きた中国の国内
諸改革 は成切 と失敗,試 行錯誤 の繰 り返 しであっ
た。 と くに今 日の経済成長 の影 には,国 内におけ
る農村改革の諸課題 と無関係で はなか った。 この
点 を検討す ることは重要であろう。1993年3月 に
打ち出 した社会主義市場経済 の定義をみて も社会
主義 的政権 のもとで市場経済 を活性化 し,計 画経
済 でそれ を抑制 し,発 展 させ る とい う考 え方 に
立 っている。 と くに 「社会主義」 とい う中味 は,
基本的生産手段の公有化 という意味づけである。
た とえば農地 は,農 民全体 の所有制であ る。一・方,
農民の中で,希 望する者 がいれば,政 府が農地を
貸 し付 け,耕 作 させ,生 産 を高める政策 を採用 し
ている。農民は50年 にわたって借用 し,耕 作 し,
生産物を市場化 し,貨 幣を手 に入 れて もよいこと
にな った。 この政策 は公有制 のもとで,農 村の市
場化 を進め るとい う発想であ る。 この点を国内改
革 と してみてみ よう。
79年 の改革以前 の社会主義 建設 のパ ター ンは
重化学工業政策,と くに重工業 の公有化政策を通
じて,軽 工業 を育成 し,生 産力 の向上 に求め,そ
の結果,所 得向上,労 働者への分配分 を高 くす る
とい う政策を選択 して きた。 この政策 は,結 果的
に は,生 産 力向上 を もた らす ことがで きなか っ
た。 それはひとつの失敗であ った。 こうした反省
か ら,軽 工業重視 に転換 した。
中国経済 の80%が 農業経済であ り,農 業生産 の
向上 がな い限 り,人 民 の生活 の向上 に連 動 しな
い。 したが って,旧 来 の人民公社方式を解体 し,
農業生産を向上 させ るために,農 業生産責任制 を
導入 し,従 来 の土地共有制か ら請負制度を選択 し
た。それは,第1に は,生 産 ノルマを改 め,割 当
以上の生産物(超 過分)を 個人所有 に し,市 場での
売買を可能 に し,不 足分がでた場合を罰金 として
国際化時代のF中 国経済」の課題とはなにか
「農業生産」を促進す ることを企 図 した ものであ
る。第2に は包幹制度であ る。 それは生産制 ノル
マを決 めずに農業税 を収め,割 当量 を国家 に供 出
す る制度で,い ずれ も農村 の所得向上をね らい,
農業制度 を改革 した。土地 と基本的生産手段 は集
団所有に し,請 負制度 によって農業生産の向上 を
図 ったので ある。実質的に85年 頃まで,農 業生産
は向上 し,年 平均7.5%ず っ増加 した。 この制度
をみ ると都市近郊の農家で は,市 場へ供出す る専
業農家が増加 し,年 収一万元を超 える万元戸が出
現 した。 だが,一 般的な農民の所得 は低 い。農民
の所得 は1人 当 り400元 と貧 しい。
農業生産責任制度 は,農 業生産 を向上 させたが
農村 における余剰労働力 を もた らした。余剰農産
物 を供 出 し,市 場で売買す ることによ って,所 得
が増加す る農家で は人手不足 を もた らし,一 方農
産物 の不足分 に直面 した農家で は収入が減少 し,
過剰労働力を発生 させ た。今 日,こ の問題 は依然
と して存在 してい る。
こうした過剰労働力を吸収す るために政府 は郷
鎮企業制度 を採用 した。郷鎮(日 本の町村 ・市に相
当する)企 業の業種 は,農 業,工 業,商 業,建 築業,
交通運輸,飲 食業 など多種にわた る。 それぞれの
業種 は中小規模 で,経 営 しやす いために,そ の発
展 はすさま じく,91年 には,郷 鎮企業の従事者数
は約9000万 人 といわれ,約2億 人 に及ぶ農村過
剰 労働 力 の約2分 の1近 くを吸収 し,81年 か ら
90年 の10年 間 に,生 産額 は20倍 となった。中国
の融府統計によれば,91年 には郷鎮企業の総生産
額 は全体 の社会総生産額 の約4分 の1,農 業生産
額 の10分 のs,工 業総生産額の10分 の3を 占め
たのである。 この限 りにおいて,全 体 として農業
の収入 を増大 させ,農 民の生活水準 を高め,一 時
的に都市 と農村 の格差を縮少 させた。だがその後
の沿海地域 の高成長 の中で,こ の地域の所得 と農
村地域の所得の格差 は増大 した。郷鎮企業 は,改
革路線の一環 と しての農業生産制を通 じて,社 会
主義市場経済を促進 してい く軸 にな った。だが こ
うした農業の過剰労働力を吸収す るための郷鎮企
業 も10年 間 は,円 滑 にいったのであるが,そ の後
鈍化 した。経営経験 も浅 く小規模 で,技 術水準,
3
競争意識 も低 く,市 場経済の メカニズムを洞察で
きず,し たが って企業間の合理的分業 もうま くい
かず,そ の後,生 産 は低下 した。一方資本不足 と
生産過程の無駄 も存在 し,郷 鎮企業 の限界 を露呈
せ ざるをえなか った。結論的 にいえば,政 府 は市
場経済 システムの中で郷鎮企業 を位置づけ,中 国
経済 の計画性 と効率性 と公平性 を実現すべ きでは
なか ろうか。
1988年 の憲法改正 は,個 人経営,8人 まで の少
人数の個人経営 を個体経済 として位置づ け,さ ら
に,村 営,町 営の中小企業であ る前述 の郷鎮企業,
私営経済 も個体経済 と して位置づけた。 さらに中
国の企業は,国 営企業(全 人民所有制),郷 鎮企業,
三資企業(外 資企業f華 僑資本企業,合 弁企業)の 三
種類が存在 し,国 営企業 の規模 は大 きいが,数 で
は3%内 外 であ る。 だが工業生産額の40%以 上,
納税者数の60%以 上 を負担す る。だが,市 場経済
のメカニズムの中で,そ の効率性 が低下 し,膨 大
な赤字 を累積 してい る。
こうした国内の経済改革 は,現 実 の中国 の社会
経済 の変動 の中で,展 開され,そ の中軸 は市場経
済にあった。政府 はその結果発生 したさまざまな
格差を どのように克服 するかを今後の政策課題 と
した。
こうして,中 国政府 の改革 ・開放路線の中で国
内改革 を最初 に実施 したの は,農 業部門の改革 に
あった。それを改めて整理す ると,第1に 個人農
家の創設であ り,第2に 農産物価格 の政府買付 け
価格 の引上 げであ り,第3に 農業投入財 の販売価
格の引き下 げ等 の政策を実施 し,農 業経済 を活性
化 した点 にある。だが84年 以降,経 済改革が都市
部 の企業改革 へ移行 す ると農業 生産が鈍化 した
(『世界経済白書』1993年,257ペ ージ)。
農業生産が鈍化 した理由 は,第1に 農業向け投
資の不足 にあ り,灌 概,農 機具供給不足,肥 料不
足,農 業 イ ンフラの未整備,都 市 との運輸交通大
系,流 通経路 の未整備な どを指摘 することがで き
る。第2に 郷鎮企業への労働力移動 により耕作地
が減少 した ことである。第3に 農産物の販売価格
と農業投入財の購入価格 との比,す なわち交易条
件 の改善がみ られなか った。1985年 以降,都 市地
4 国際化時代の 「中国経済」の課題とはなにか

























全国 広東省 江蘇省 安徽省 四川省 貴州省
(出所)国 家統計局 『中国統計年鑑』1993年,経 企庁r世 界
経済白書』1993年 。
域 と農村地域 の所得格差をみると,1985年 を100
とした指数で表現すれば,1990年 都市部 で124,
農村部108で あ り,92年 には,145対115で ある
(図2)。 両地域の所得格差 は拡大 している。もちろ
ん,農 村地域で も,沿 海地域 の農村 と内陸地域の
農村 の一人当 りの収入をみると,広 東省,江 蘇省等
の沿海地域 の農村部 は,安 徽省や貴州省等の内陸
地域 よ りも収入の伸 びが高 くな ってい る(図3)。
こうした農村地域 の所得 の低迷状態を克服す る
ために,政 府 は,93年6月,農 民 の負担軽減 に関
す る37項 目の課徴金 廃止 政策 を打 ち出 した。農
村宅地使用料,農 地建設 資金の政府負担,水 利 ・
電力建設 の資金負担,農 村部小学校 の費用調達 な
どを実施 し,農 村経済 の活性化 を図 っている。
だが,農 民 に対す る課徴金負担の廃止のみな ら
ず,基 本的 には,農 業生産性向上のための農村 イ
ンフラの充実,交 易条件の改善,生 産技術 の導入,
都市 の輸送道路整備 まで拡大 した政策を展開すべ
きであろう。
中国経済 の高成長政策 の課題 は,都 市 と農村 と
の格差の是正を軸 として改めて農業政策 をどうす
るかにかか ってい ると考 える。
(3)開 放政策 と しての外部依存型経済発展戦略
中国経済の発展の条件 となったのは,外 資導入
政策 にあ った。
1991年 よ り始 ま った中国 への第3次 大型投 資
は,第1次(84～85年),第2次(88～89年)の 各
投資 ブームよりも大型で あった。92年 の直接投資
受け入れ額 は,契 約ベースで4万8,764件 で,前
年比3.8倍,金 額 に して581億2,351万 ドル,対
前年比4.9倍 であ り,実 行ベースで110億751万
ドル,前 年比2.5倍 であ る(表1)。1件 あた りの投
資規模119万 ドルで,前 年 の92万 ドルをかな り
上 回 って いる。92年 の大型 直接投資受 け入 れ額
は,79年 か ら91年 までの13年 間 の累計額を上回
る規模 であ った。 と くに91年 か ら契約 べ一スの
直接投資額 は急上昇 して いる(図4)。
こうした理由は,第1に,土 地開発な ど契約額
の巨大 な不動産投資にあった こと,第2に,工 業
用,家 庭用 の大型発電所や交通体系整備のための
鉄道建設な ど社会資本の大型 プロジェク ト投資に
あ った といわれてい る(JETRO『 海外直接投資』
1994年,226～7ペ ージ)。
92年 の直接投 資を形態別 にみると(表2),合 弁
企業が70%を 占めている。その理 由は,従 来 の委
託加工よ り有利であ ること,新 しい開発地域で の
土地投 資,小 売業の分野で は独資を認 あず,合 弁
を条件 と しているか らであ る。 したが って不動産
投資 はすべて合弁企業で ある。 ところで,こ こで
改めて,中 国の開放政策 と しての外資導入方式 を
検討 してみよ う。
第一 は,中 国領土 内 に外資 を導 入 した限定地




総 計 対外鰍 擁 国直搬 資1そ の他の投資
年 度 契 約 金 額
件数 金額 件数 金額 件数 金額 金 額
1979-1992 91543 1911 ?52 747 90791 1105 59
1978--1982 949 206 27 136 922 60 10
1983 522 34 52 15 470 17 2
1984 1894 48 38 19 1856 27 2
1985 3145 99 72 35 3073 59 4
1986 1551 117 53 84 1498 28 5
1987 2289 121 56 78 2233 37 s
1988 6063 160 118 98 5945 53 9
1989 5909 115 130 52 5779 5s 7
1990 7371 121 98 51 7273 ss 4
1991 13086 196 108 72 12978 120 5
1992 ,...... fi94 94 io7 48764 581 6
実 行 金 額
1979-1992 988 607 344 38
1979-1982 125 107 12 6
1983 20 11 6 3
・ ・, 27 13 13 2
1985 47 27 17 3
'.・ 73 5Q 19 4
1987 85 58 23 3
1988 iO2 65 32 6
1989 101 63 34 4
1990
●
103 65 35 3
1991 116 69 44 3
1992 192 79 110 3
(出所)『 中国対外経済貿易統計年鑑』1984-1998年 の各年版による。
装2形 態別直接投 資受入状況(契 約ベース)
(単位:件,goo万 ドル)
91年 92年
件 数 金 額 件 数 件 数
合 弁 企 業
合作 経 営 企 業
100%外 資企業


















(出所)『 中国統計 年鑑1993』,,METRO『 海外 直接投 資』1994年,226ペ ージ。
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(出 所)『 中 国 統 計 年 鑑 』1993年,『 海 外 直 接 投 資 』JETRO,
1994年.p,102。
る。79年 後半に四つの経済特区すなわち広東省,
福建省内に,深 士川,珠 海,汕 頭t慶 門,に 設置 し
た。
この特区における外資利用形態 は,① 委託加工
また はノ ックダウ ン方式であ り,② 機械設置 と技
術を外国か ら借款 し,製 品を市場 で販売 し,そ の
収益を分割償還す るとい うコンペ ンセーシ ョン貿
易で あり,③ 合弁方式で あり,④ 外資 との共同経
営方式であ り,⑤ 外国資本単独経営であ り,こ の
方式 は,中 国側が外国資本 に土地 の利用権 と労働
力を提供 し,外 国資本による経営者か ら地代 と税
金 を徴 収す るとい う方 式で あ り,外 資導 入 によ
り,中 国 の市場経済 を活性化 し,自 国の利益を図
るというものである。
1984年4月 には,14の 沿海開放都市 と15の 経
済技術開発区の設置計画 の実践化 には じまり,保
税区,ハ イテク産業開発区,工 業団地 などの外資
導入 のための経済開発区を設置す ることに した。
外資導入 と合作経済 を計画的 に実行 し,先 端技術
産業を設立 し,対 外貿易に強 い体質の工業開発地
区を作 り,競 争力を高 める方針を打 ち出 した。
1985年 には蘇州,無 錫,常 川,仏 山などの11の
都市 とその周辺 の農村部を沿海経済開放区に指定
し,外 資導入 によ る工 業化 を推進 した。86年 に
は,江 蘇省の徐州を中心に山東省,河 南省,安 徽
省をふ くむ准海経済区を設置 し,都 市間の格差解
消 と周辺農村部 との均衡あ る発展 を実践 した。89
年 には,広 東省に所属 していた海南島を海南省 に
昇格 させ,対 外開放経済政策 を全島的 に実施す る
ことを決めた。89年 には,広 東省の経済特 区であ
る深士川市 に対 し,立 法権限を与 えた。90年 には,
経済特 区におけ る外国企業 の土地使用権取得(工
業用地50年,商 業用地40年)を 公式 に認めた。
90年4月 に は,上 海市の浦東地 区を開発区に指
定 した。この地区 は第8次5力 年計画(91～95年)
の拠点開発 区で あり,外 資を積極的に導入 し,中
国の一大工業開発区に位置づ けている。 したが っ
て,前 述 したように1992年 の外資導入 は,過 去
13年 間 の累積投資 を上回 る額 にな ったわ けで あ
る。
一方経済特区は,香 港,台 湾 に近接 している関
係上,政 治 的統一 の基礎づ くりの性格 をもってい
る。香港 と広州,台 湾 と福建省 の地域経済的 ネ ッ
トワークが形成 され,華 南経済圏 とも呼 ばれ,い
まや この地域の相互貿易 と相互資本交流 はきわめ
て活発である。 したが って経済特 区は,華 僑 ・華
人の対中投資 の受 け入 れ窓ロの機能 をはた してい
る。 さらにこの地域を輸 出加工区でな く,新 産業
都市 として位置づけて いる。産業構造 は工業 と貿
易 の同時発展 を具体化 し,さ らに先端技術産業を
造成 し,所 得水準の向上に努めている。 また この
地区 は資本主義市場の実験場 と しての クッシ ョン
の役割 も担 っている。いま華南経済圏 とは,広 東,
福建,海 南 の各省,広 西 自治区 など中国南東部 を
中心 として,NIESの 香湾,台 湾を含 めた経済地
域であ り,人 口1億 人以上,面 積 は約37平 方 キロ
メー トル,GNPは 約2000億 ドルで,1人 当 りの
国民所得 は平均3000ド ルであ る。 いまや香港資
本 の約50%が 広東向けであ り,台 湾資本 の約4分
の3が 広東省,福 建省 に投資 されている。進出 し
た企業を業種別にみ ると,服 飾品,製 靴,紡 績,
食料,ゴ ム,プ ラスチック製品等,労 働集約的産
業 と電子 ・電機等,資 本集約的産業 が目立 ってお
り,投 資形態 は合弁企業 であるが,独 資企業 も多
く60%と もいわれている。一方 中国の香港向け直
国際化時代の 「中国経済」の課題とはなにか
接投資 も活発 で,90年 までの累積投資総額は,約
340億 香港 ドルに達 し,米 国,日 本 に次 ぐ資金供
給源 となっている。香港 に事務所 を もつ中国系企
業 は3000社 以上である。
広州,福 建 の両省における合弁企業,独 資企業
の担 い手 は華 人で あ り,人 的 ネ ッ トワーク も進
み,地 域的,民 族的,血 縁的,業 的共同体的 メ リッ
トを生か し,他 の経済地域 よりも,成 長率が抜群




,財 政面で もこの特 区に特別援
助方式を採用 し,両 省に対 して 「定額請負制」を
導入 したのであ る。両省内にある政府直系の事業
収入 は中央政府へ,そ れ以外 のすべての事業収入
と支 出の管理 を両省庁 に与 えた。両省 は財政にっ
いての自主裁量権 または自主決定権を もち
,市 場
経済を円滑 に押 し進め ることがで きた。外国資本
の導入 も,工 場 ビル,デ パー ト,ホ テルの建設
を積極的 に進 めた。 だが,そ の後,中 央政府 は,
特区におけ る景気拡大 に基づ くイ ンフ レ,資 源配




府 は,「経済発展戦略」を打 ち出 し,外 資導入を軸
に原材料 と労働力を提供 し,製 品を輸 出す るとい
うNIES方 式 を導 入 し,労 働 集約型 産業 か ら資
本 ・技術集 約型産 業政策 を志向 した。開放 政策
は,国 際分業 の システムの中で,中 国経済 を位置
づ けるという戦略であ った。
(4)「 全方位開放」政策 の特徴
92年 の大型 の直接投資受 け入れ体制 は,上 海浦
東地区を中心 として巨大開発 だけでな く,華 南経
済地域 やその開発区にお ける開発投資であ った。
国,地 域別 にみて も,第1に 香港資本が約70%を
占める。1992年 金額 に して,400億4,400万 ドル
であ り,件 数に して3万781件 であり,他 を圧倒
して いる。第2に 台湾系資 本が55億4,300万 ド
ルで,件 数 に して6,430件 である。第3に ,米 国
資本 で31億2,goo万 ドル,件 数 に して3,265件
7
である。第4に 日本資本 で21億7,300万 ドル,件
数に して,1,805件 であ る。以下 シンガポール,タ
イ,韓 国の順 になって いる。
なお香港資本 は,広 州 ・深別 ・珠海間高速道路
建設投資 をは じめ,先 端技術,軽 工業部門への投
資 を展 開 し,香 港資本 も台湾 資本 も従来 の広 州
省,福 建省に限 らず,長 江流域,中 国東北地域 へ
の投資,上 海地区への投資 など広範囲にわた って
い る。この点 は,92年 か ら中国政府 が打 ち出 した
「全方位開放」政策の一環 であると考え る。この政
策 によ ると沿海だ けでな く内陸部 への投資 を拡大
させ,地 域間格差是正を狙 っている。地理的にみ
ると,沿 海地域 と長江地域を二辺 とすれば,そ の
接点 に当 る上海 が軸 とな る 「T字 型経 済発展戦
略」 が展開 された。 ここに香港資本,台 湾資本 も
かな り力を入れていることが特徴的で ある。 これ
は,中 国政府が,社 会主義市場経済の中心を沿海
地域 にお き,そ こでの生産性 向上を達成 し,さ ら
に,地 域間格差を克服す るため に,92年 に沿海地
域か ら長江流域(沿 江),辺 境地区(沿 辺)の3地 域
の活性化を もた らす政策を選択 したのである。三
沿政策 は,従 来,内 陸部,周 辺部 の住民 か ら,中
央政府 の沿海地区市場 中心主義 に対す る潜在 的不
満 を解消 す るためだ けで な く,都 市 間 の所 得格
差,都 市 と農村の所得格差 を漸次解消 してい くと
いう中央政府の経済政策の狙 いがあ ったので はな
いか と考え る。三沿政策 は,沿 海地域 と内陸地域
の矛盾を緩和 し,社 会主義市場経済を内陸部
a長
江流域 に拡大 する政策 であり,地 域主体の政策運
営の選択であると思 う。三沿政策 こそs21世 紀 に
向 けた中国の世界 に開 き,地 域に根 ざ した新 しい
開放政策 と位置づけて よいであろ う。
服部 健治氏 は,こ の点 につ いて次 の よ うに い
う。
「三沿政策 は沿海 の発展,内 陸の振興,ア ジア ・
太平洋地域 との経済的緊密化 といった一挙三得の
全方位開放政策で もある。」(r世 界』1994年8月 号
60ペ ージ)。三沿政策 は,わ た くしなりに整理 する
と,一一方 で国内の経済発展の拡大均衡 を着実 に進
めると同時 に,外 資導入を通 じて,国 内の資源 と
安 い労働九 豊富な市場を提供 し,輸 出主導型の
一8一 国際化時代 の 「中国経 済」の課題 とはなにか
工 業化政策 を軸 に,対 外競争 力 を高 あ,NIES,
ASEANと の経済協力 を強化 し,世 界経済 のシス
テムに参加 し,GATT,IMFの メンバー とな り,
中国経済を中進国なみに位置づ けるとい う政策で
あると思 う。もちろん,97年 の香港返還 の経済的
基盤 の構築 を仕上 げるという政策が同時 に存在す
る。すでに香港 と広州地域 は,市 場 の一体化が進
み,香 港 の主要資本は,中 国市場 に定着 している。
すでに華人企業 の活躍 は,華 南経済圏を安定 させ
ている。
(5)華 南経済圏の担 い手 としての華人資本
中国経済 の活力を外部 か ら刺激 したのは,と り
わけ華人企業 であ った。 それ は,同 時に中国資本
のみな らず 日本や欧米 の資本 に対 して も中国市場
において競争力を高め るイ ンパク トを与えたので
あ る。華人企業 によ る対 中国投資 は1988年 に約
40億 ドル,92年 に500億 ドル,93年840億 ドル
といわれている。華人企業 は,血 縁,地 縁 業縁
に基づ く人脈 を重視 し,ネ ッ トワークを形成 し中
国企業の対外投資 に協力 もして いる。華人企業 は
対 中投資 と平行 して,故 郷 に学校,道 路,病 院な
どに投資 し,現 地 の信頼 を獲得 している。
今 日,中 国だ けでな く,シ ンガポール,マ レー
シア地域を含 めた華人系企業 の活躍 はめざま しい
もの が あ る。例 え ば,OCBC(Oversew-Chinese
BankingCorporationLtd.華 僑銀行)は 代表的な華
人系企業集団(金 融グループ)で ある。華人系企業
集団の経営者 は,創 業者一家や一族 の血縁関係の
結合集団である。 だが最近 は所有 と経営 を分離 し
た近代経 営 を志 向 して い るといわれ る。現在 の
OCBCグ ル ープの主 要企 業 は図5の 通 りで 旧イ
ギ リス系大企業 の株式 を10%か ら50%近 くを所
有 し(グ ループ企業の所有分を含む),シ ンガポール
証 券 取 引所 に上場 されて い る華人 系 企業15社
(株式資本の時価総額順)の うち,実 に6社 をその
支配下 に収めている(岩 崎育夫rシ ンガポー一ルの華
人系企業集団』 アジア経済研究所,1990年,30～31
ページ)。OCBCは 華 人系企業集 団の代表 的事例
であ り,す で にマ ラヤ,イ ン ドネシア,中 国,香










Corpora-(自 動 車 販 売)
(注)(1)・Xシ ン ガ ポ ー ル証 券 取 引 所 上 場 企 業 。
(2)企 業名 の前 の 数字 はOCBCグ ル ー プの株 式 所 有比 率 。
(3)企 業 名 の 前 の マ ル数 字 は付 表 の ラ ンク順 位 。
(出 所)ocsc,Annual1～eport,1986,1987;FarEastern.
EconomicReview,Oct.6,1983。 岩 崎 育 夫 『シ ンガ ポ ー
ル の華 人 系 企 業 集 団』 ア ジ ア経 済 研 究 所,1990年,30
ペ ー ジ。
に際 して,金 融 グループとして大 きな役割 を果 し
ている。 ここで は一例を紹介するにとどめたい。
華人資本 は,華 南経済圏におけるその経営力,
資本蓄積,労 働条件 の改善,地 域社会貢献を発揮
す ることによって成長 を促進す る役割を果 してい
る。
JETROの 『海外直接投資』(1994年)は,こ れ
までの華人資本 の流れ につ いて こ う述 べてい る
(JETRO,『 海外直接投資』1994年,13ペ ージ)。
まず最初 に香港 シンガポールに投資会社 など
の企業を設立 し,フ ァイナ ンスの拠点 とす る。 そ
こをベースとして,ア ジアの近隣諸国 に投資を行
うパ ター ンがみ られ る。投資活動範囲 は80年 代
後半には米国,カ ナ ダ,英 国,豪 州などの先進国
























資に は在比 華僑か ら
フ ィリピ ンへ の投 資
を含 む
2.複 数 国J.V.に よる投













































(注)個 人 名義 の 投 資 の み(注)欧 州 は 英独 仏 蘭
の み
(注)香 港 → 中 国 の85年 は マ カ オを 含 む。
中 国→ASEANは タ イ ・マ レー シ ア ・フ ィ リピ ン(フ ィ リ ピ ン は89～92年 の累 計)。
華 人系NIES→ ベ トナ ム は88～92年 の 累 計 。
台 湾 → 中 国 は79～92年 の累 計。
シ ンガ ポ ー ルt台 湾 → 日本 は91～92年 の累 計 。
ASEAN→ 華 人NIESは 香 港 ・台 湾 の み 。
(資 料)OECD'`ForeignDirectInvestmentRelationsBetweentheOECDandtheDynamicAsian
Economies"お よ び 各 国 受 け入 れ統 計 よ り作 成
台 湾:経 済 部 投 資審 議 会 「統 計 月報 」(認 可 ベ ー ス,増 資 分 含 まず)
香 港:OECD(85～89年),SurveyofOverseasInvestmentinHongI{ong'sManufacturing
Industries(90～92)(製 造 業 の み,簿 価 ベ ー ス の対 固 定 資 産 投 資 額+流 動 資 産)
タ イ:OECD(85～86年),MonthlyEconomicIndicators(87～92年)(国 際 収 支 ベ ー ス)
マ レー シ ア:OECD(85～87年),StatisticsontheManufacturingSector(88～92年)(プ ロ
ジ ェ ク トロー ン+払 込 資 本 金)
中 国:中 国 対 外 経 済 貿 易 年 鑑(実 行 べ 一 ス)
ベ トナ ム:SCCI(国 家 投 資 協 力委 員 会)資 料(認 可 べ 一 ス)
米 国:SCB(簿 価 べ 一 ス)
日本:大 蔵 省 届 け出 統 計
(出 所)日 本 貿 易 振 興 会 『海 外 直 接 投 資 』1994年,14ペ ー ジ。
中国 に向 ってい る。華人資本 は,当 初,97年 に予
定 されている香港の中国返還 による不安や天安門
事件 もあって対中投資 には慎重であ った。 ところ
が,91年 か らは中国の積極 的な開放政策により対
中投資 に方向 を転換 させていった。 さ らに中国本
土 の資本が逆に香港 に流 出す るケースが目立ち始
めた。 こうして,中 国資本 と海外華人資本が双方
向的な形 でネ ットワークを形成 し,一 段 と緊密化
して きた。
こうした華人資本 の流れを図6の よ うに示 して
一10一 国際化時代の 「中国経済」の課題とはなにか
いる。 この図でみ られ る限 り,香 港 シンガポー
ルをハ ブと して華 人NIES,ASEAN各 国 の華人
資 本,そ れ に 中国 資 本 が 中国,ASEAN,華 人
NIESの 東 アジア地域 において還流 す る一方で,
殴米先進国 にまで流出 してい る。華人資本 の東 ア
ジア地域 にお ける域内還流 は,こ の地域の経済発
展を支え るものとなっている。 それが華人経済圏
の形成 にっながっている。
こう した指摘 はきわめて重要で ある。ASEAN
の直接投資受 け入れ額 の割合 を地域別 にみると,
華人NIES25%,日 本21%,欧 州15%,米 国
9.4%,そ の他 となっている。ここで も華人資本の
優 位性 が 目立 って,日 本 の資本進 出 を越 えて い
る。一方 中国の直接投資受入れ額をみて も,85年
か ら92年 の受入累 計総額315億9,200万 ドルの
うち,な ん と華人NIESが69.3%を 占め,次 が 日
本 の10.6%,米 国8.8%,欧 州3.1%,そ の他,
7.4%,ASEANO.8%で あ る。 この地域 における
華人資本の直接投資の 占有率がいかに大 きいかが
わか る。一方注 目すべ き点 は中国資本 の香港 向け
直接投資である。
中国の企業 による香港向け直接投資の増大 は,
資本の相互浸透 の意味で大 きい。93年 までの製造
業向 け累積投資総額 は,約400億 ドルで,日 本,
米国 に次 ぐものである。すでに香港 で活躍 してい
る中国企業 は,3,800社 ともいわれている。 中国
企業 の投資先 は,製 造業,金 融,不 動産,ホ テル,
建設業等であ り,そ れぞれの分野 において半 ば成
功 している。 中国 は香港 において生産資本,流 通
資本,サ ー ビス資本 の地域的循環 を通 じて,そ の
製品,ノ ウハ ウ,経 営技術,人 的結合 を中国 に還
元す るシステムを形成 しっっある。
中国 と台湾,香 港 との貿易,投 資の相互浸透 は,
華南経済圏の軸を形成 している。地域経済圏が定
着 しているとい うことは,こ の地域 において,華
人資本 と中国資本の相互浸透 を通 じて,資 本が生
産資本,流 通資本,商 業資本 の各循環を くりかえ
しなが ら地域経済を豊富化 し,資 本 の自己増殖運
動 を通 じて,一 方で,資 本蓄積 を促進す ると同時
に,他 方 で労働分配率 を高あ ることによって,地
域 の消費需要を促進す る。 したがって」華南経済
圏 の定着化 は,中 国経済 の市場経済化 をより促進
す る原動 力 にな るであ ろ う。華南 経済 圏の形成
は,た んに中国経済の市場経済化 を促進す る契機
とな るだ けで はない。 ア ジア諸国 との地域間の分
業関係 を創造 し,従 来にま して地域経済の補完関
係 を作 りあげているのである。今後環境保全 を前
提 に した地域経済の循環 システムを具体化すべ き
であろう。
この華南経済圏 の形成 は,中 国開放政策 のひ と
っのメ リットである。 この地域経済圏 は,中 国の
国際化時代 の新 しい政策路線 の実現化で もある。
それ は,中 国東北地域の経済圏の活性化 に連動 し
ているだけでな く,東 アジアの経済地域 の成長を
促進 している。 それだけではない。中国 の地域市
場圏 は,中 国 とい うナ ショナ リズムをこえて,グ
ローバ リズムと リージ ョナ リズムの中で位置づけ
なければな らないで あろ う。
3.当 面す る中国経済の課題
当面す る中国経済 は,世 界経済 の激動 の中で最
も注 目されて いる。 とくに改革 ・開放政策 を推進
して以来,2桁 台 の経済成長 を続 け,そ の内容 は,
外国資本の導入によ り,合 弁企業や独資企業 の形
営形態 を通 じて,国 内の豊富な資源 と良質の労働
力を結合 させ,そ の製品を外国市場へ輸出すると
同時 に国内市場 に吸収す ることによって成長力を
計 ることがで きた。 とくに,製 品を輸出す ること
によ って,貿 易収支を黒字に し,そ れを国内に再
投資す ることによって市場を拡大 していった。
一方,外 資導入 は,国 内の企業育成 のためだ け
で な く,工 業基盤 や都市基盤な どの社会資本投資
へ振向 けることによって成長促進 の条件作 りに貢
献 した。 こう した成長 を可能 に した基本 的理 由
は,一 貫 した改革 ・開放政策 の成果 にあ った と
いって よいであろ う。 だが同時 に社会主義市場経
済路線が定着す る中で,そ れを支え る法制度,金
融制度,労 働力育成な どの制度 をどのよ うに確立
す るかの問題が あるし,ま た成長政策 は過去4回
にわた る物価上昇に基づ く生活不安 に直面 した。
高度成長が必然的に生みだす 「経済の過熱化」=
国際化時代の 「中国経済」の課題とはなにか
イ ンフ レをどのよ うに克服す るかの課題 に直面 し
た。 さらに地域間格差 耳所得格差をどのよ うに克
服す るかが大 きな課題 とな って表面化 した。
(1)イ ンフ レの要因 とその対策
改革 ・解放路線が定着 してか ら目立 った物価高
は,1980年,84年,87,88年 にお こり,政 府 は,
厳 しい金融,投 資な どの引締 め政策 を採用 し,成
長率 を抑制 した。鉱工業生産 は90年 第1・4半 期
には,89年 と比べて落 ち込 み,国 営企業 をは じめ
民営企業の間 に経営 を悪化 させ る傾向をみた。90
年半ば頃か らや っと引締 め政策を緩和 し,改 めて
経済の活性化政策を採用 した。91年 に全体 として
物価上昇率 は5%以 内に収 まった。ところが92年
第4・4半 期頃か ら上昇 を続 け,93年 上半期 には,
前年同期比10.5%と 高い上昇率 をみせた。 「中国
統計年鑑」(1994年)に よると,都 市部で は,生 計
費 指 数 上 昇 率 は,93年 上 半 期 で 前 年 同 期 比
17.4%,と くに6月 に は21.6%の 上 昇率 で あ っ
た。
1994年8月29日 の新華社通信 は,陳 銀華国家
計画委員会主任が全人代常務委員会で行 った国民
経済状況報告の中で,こ う述べている。「上半期 の
全 国商品小売 物価 の全般 的水準 は前年 同期 よ り
19.8%上 昇,7月 も21.4%上 昇 した。94年7月 ,
35大 中都市 の食品類 の物価上昇が激 しい。この問
題を うま く解決 しなければ,当 然一般大衆 の不満
が高 まることにな る。李鵬総理 も国務 院全体会議
で,省 長,市 長が しっか り取 り組 み,供 給 を保証
し,物 価を抑 えなければな らない」(rエ コノ ミス
ト』1994年9月27日 号,54ペ ージ)と 。
こう した物価上昇を抑制するには,ま ずその主
要原因 を究明 しなければな らない。
第1の 理由は,価 格 自由化にある。79年 までの
国家 の統制下 にあ った価格規制を順次緩和 した こ
とにある。90年 代 に入 って資本財sエ ネルギー,
消費財な どの価格規制 を緩和 した ことにある。 も
ちろん,市 場経済 の本来 の姿 は,自 由競争を通 じ
て,消 費財の供給を需要 に対応 して増加 させるこ
とによ って物価 を下 げるシステムを作 ることにあ
る。市民の生活水準 を上昇 させ ることを前提 に物
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価 を下 げるシステムを作 ることにある。 ところが
中国で は,主 要重化学 工業 は国有企 業形 態 にあ
り,ま た消費財 も国家規制下 にあり,社 会主義市
場経済であ る限 り,市 場経済 にお ける消費財 の供
給 を需要増 に対 して,充 分 に対応 できる政策手段
を有 しているのである。 ところが この政策手段 を
行使す る以前に,消 費市場 における需要増が供給
を上廻 り,物 価上昇を招来 した。 と くに,前 述 し
た諸資財の価格統制 を緩和 したにも拘 らず,こ の
種の需要 と供給関係 を調整す ることがで きなか っ
た。以下90年 代 に入 ってか らの政府 によ る価格
規制緩和 をみてみよ う。
1992年,93年 にエネルギー と しての石炭 の価
格 を部分的に 自由化 し,93年 か ら石油製品の価格
も部分的 に自由化 し,鋼 材価格 も,93年1月 か ら
軍需用,農 業用,鉄 道建設用 を除いて原則 自由化
にふみきった。穀物,食 用油 の価格 につ いては92
年4月 に自由化 した。
こうした価格規制 の緩和策 は,そ れぞれの価格
を順次上昇 させた。 それ は中国内外 の価格 との関
係上昇 圧力 と連 動 して,価 格低 下 に結 びっ か な
か った。穀物価格について は,92年 には,前 年期
と比べて24.3%に 上昇 した。政府 は,本 来 の市場
経 済 にお け る価格 自由化 を通 じて,供 給 増 によ
り,需 要抑制を通 じて価格低下 を図 ったが,逆 に
進行 した。 この点 は市場 メカニズムの システムを
充分 に管理で きなか ったとい うべ きであろう。 こ
の点の対策につ いては,ま たあとで展開 したい。
第2の イ ンフレ要因 は,旺 盛な過剰投 資にあっ
た。1990年 代か ら積極的な外国投資を受 け入れ,
と くにその中心 は,基 本建設投資 にあ った。基本
建設投 資額 の伸 び率 は急速度であ った。90年,91
年,92年,い ずれ も,平 均前年比15～20%の 伸 び
率であ った(図7)。93年 第1・4半 期 は,前 年同期
比,28%か ら62%の 増 である。基本建設関連投資
は,当 然の ことであ るが,建 築材料 の需要 を急速
に増加 させた。 とりわ け鋼材,木 材,セ メン トs
家具調度品等 の価格の急騰 のみな らず,人 件費の
上昇を もた らした。とりわ け鋼材価格 は,1992年
に前年比24.6%,木 材価格 は同12.6%,人 件費 は










































(注)こ こで の建築業 は国有部門 のみ。
(出所)国 家統計局 「中国統計年 鑑」,「中国統 計摘 要」,図7,
8は 経企庁 『世界経済 白書 』1993年 度 版,245ペ ー ジ
よ り作 る。
1994年,245,246ペ ージ)。
ここで,87～89年 の経済過熱化 と くに物価上昇
による国民生活の圧迫を比較す ると,92年 の過熱
化 は,過 剰投資圧力は厳 しく経済 を悪化 したが,
消費 は前回の20%を 超え るイ ンフレよりも,消 費
は安定 して いる点 にある。それは,基 本的消費 資
材 を手 に入れ,物 価の上昇 に予防的対応をするこ
とがで きた点 にある。
93年 の経済過熱化 は,不 動産 と株式 に対 して,
過剰投資 とい うより,投 機的な投資,バ ブル経済
化を拡大 した点 にあ る。 とくに,目 先 きの儲 けに
狂奔 した一部 の大衆 が,証 券会社 に殺到 し,投 機
的な投資を拡大 した。 このことが,イ ンフレを加
速化 させた一面 もある。 もちろん こうした証券政
策 の不充分 なや り方が基本的誤 りであ った。一方
建築投資の急増 は,90年 代 に入 って経済政策 の一
環 として,中 央政府 が,地 方分権 とまではいえな
いが,地 方政府への投資権限 を委譲 した。 この こ
とによ り,地 方政府 は,自 主裁量権 を もち,地 域
開発 に積極的 に取 り組 み,外 資導入 を通 じて建設
投資に傾斜 した。 とりわけ,中 国 は,原 則的 に土
地公有制 であるが,そ の使用権 は50年 単位 で有
償 による譲渡 が認め られている。 したが って外資
導入 により,積 極的な地域開発を展開 した。工業
開発 のみな らず民間 の住宅 建設投資 も活 発化 し
た。華人資本 も,建 設投資に積極的にの りだ した。
こうした投資過剰 は,住 宅関連資材の需要増,株
式価格増 をもた らし,経 済 を過熱化 したとい って
よいであろ う。 その他,生 産,流 通,消 費の全過
程 の拡大再生産過程で,資 金需要 の増大 に対 する
金 融 の拡大 もイ ンフ レを加 速 させ た とい って よ
い。 さ らに通貨流通量 の増加 やイ ンフレマイ ン ド
による売 り惜 しみ等 による物価上昇 も一要因であ
ろ う。
② インフレ抑制策 とは何か
以上,今 回のイ ンフレ要因 を分析 した。 こうし
た要因をひ とつひとっ解消 して い く政策手段を も
ち実践す ることが,同 時 にインフ レ抑制策 に繋 が
るのである。だが事態 は,一 直線 に要因が明 らか
に されて も,そ れ を越 え た課題 がた えず存在 す
る。 とい うのは,一 方で開放政策 による自由市場
経済化の下で,価 格 は原則 的に自由市場 の需給関
係で決 まる。 にもかかわ らず,社 会主義 的市場体
制である限 り,国 家=政 府の規制の自由裁量権に
ある。政府 は,市 場経済 の過熱化 に対 して,抑 制
す る手 段 を他 の国 よ りも数多 く有 して い る。だ
が,市 場経済 は,こ うした規制 をこえて進行す る。
したが って,経 済の過熱化 は,周 期的に発生 せざ
るをえない。
だが今 日の中国で は,景 気過熱,過 剰 を客観的
に計測す る方式が存在 して いる。それは 「全社会
固定資産投資」 とい うコンセプ トであ る。今回の
イ ンフレーションを もた らした最大の要因は,固
定資産投資が国力に比べて,き わめて過大であ っ
た という認識 が,中 央政府 にあった。 この点につ
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表3投 資率と全国小売物価総指数
1988 1989 1990 1991 1992 1993年
GNP
(10億 元)
1,407 1,599 1,770 2,Q24 2,404 3,138
全社会固定資産投資
(10億 元)
45Q 414 450 551 786 1,183
投資率
(%)
32.0 25.9 25.1 27.2 32.7 37.7
全国小売物価総指数
C%) 18.5 17.8 2.1 2.9 5.4 13.4
経済成長率
C%)
11.3 4.3 3.9 8.0 13.2 13.4
(出所)『 中国統計年鑑』1993年 版,1993年 度統計公報,物 価総指 数 経済 成長率 は対前
年比,『 エコノ ミス ト』1994年9月27日 号 。
いて検討 してみよ う。
今回のイ ンフレ防止 のための指標 としての全社
会固定資産投資の概念 の構成 は,イ ンフラ,住 宅
建設,工 場建設,ホ テル建設な どすべての固定資
産 投 資 を含 め て い る。全 社 会 固 定 資 産 投 資 を
GNPで 割 った ものを投資率 とすれば,80年 代か
らの中国 の投 資率の計算 によると,30%が,物 価
の安定 ライ ンと連動 するとい う。1988年 まではこ
の投 資率 は30%を 突 破 して いたが89年 か ら91
年 まで には,30%以 下 に下が った。92年 か らは,
また30%を 超 えた。
この投資率の動 きと全国小売物価総指数 とは関
連性が高 いといわれている。表3を みて もわかる
よ うに,投 資率が30%以 下 になると,1年 後 に物
価上昇率 は1ケ タになる。投資率が30%を 超え る
と,1年 後 には,物 価上昇率 は2ケ タにな ってい
る。 したが って,政 府 はこの投 資率を どのように
して30%以 下 に抑制す るかにある(大 久保勲r中
国いよいよ本格化するインフレ抑制策」『エコノミス
ト』1994年9月27日 号)。 資金,原 材料,輸 送面で
ひずみがでて くるのは,投 資率30%以 上 を超えた
場 合で あ る。1993年 の投資率 は37.7%と い う高
率 であ ったか ら,当 然 小売物価総指数 も,13%
になった。
この統計でみ る限 り,い かに政府が投資率 を抑
制 す るか が,消 費者物 価 を下 げ る政策 手段 とな
る。したが って過剰投資 を抑制す ること,つ まり,
外資 を投資率30%以 下 の範囲 内で活用 しない限
り物価 は上昇す ることになる。
この点 を,政 府 と地方 政府 は,市 民 の立 場 に
た って物価を抑制すべ きなのである。 つま り建設
投資を具体的に抑制 しっっ,物 価を下 げる政策 を
実施すべ きなのであ る。
中国 は,先 進国 に学 んで景気過 熱抑制 策 にあ
た って実施 して いる金融政策を物価抑止策 と して
選択 した。
92年,中 国人民銀行 は各種銀行 に対 してイ ンフ
レ抑 制策 の一環 と して貸 付枠 の縮 小 を要請 した
り,93年 には,5月 と7月 にわたって,金 利 を引
上 げた り,3年 以上の定期預金金利 に対 して,市
民の不満を緩和す るために物価 スライ ド制 を導入
し,さ らに国債の利率 も引 き上 げる対策 を選択 し
た。 さ らに政府 は地方 の省,市 の自主裁量権を抑
制 し,開 発区に対す る投資規制 を実行 した。 この
点 において は,わ が国 を始め とす る先進国 と比べ
て,中 国のイ ンフ レ抑制策 は,半 ば徹底化 して い
る。政府,地 方政府 によるイ ンフレ抑制策 は,か
な り成功 して いる とい ってよいので はなか ろ う
か。
だがすべて順風満帆で はない。た しかに鉱工業
生産額 は,一 次的に鈍化 したが,93年6月 前年比
30.2%を ピー一クに12月 に20%台 に低下 した。 鋼
材,化 学原料,自 動車な どの価格上昇率 も,順 次
低下 した。 だが生計費上昇率 は,20%台 の高率を
示 し,鈍 化傾向にない。
したが って中央政府 も地方政府 も,本 格的な物
価抑制政策を,原 材料面,消 費財面か ら厳 しく実
施 してい くべ きであろ う。
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わた くしは,中 国の高成長率が庶民の実質所得
増 をもた らし,生 産水準の向上 を維持 しているこ
とは評価すべ きであろうと思 って いる。 にも拘 ら
ず,内 外 を含 めた投資過剰 は物価 上昇 を もた ら
し,市 民の可処分所得を減少 し,ひ いては生活不
安を導か ざるをえない。 したが って,政 府 は,庶
民の生活水準 向上の先頭 に立 って,価 格抑制,過
剰投資の抑制,イ ンフレマイン ドの鎮静化 など,
多面的な対策をはかるべきであろ う。
③ 中央政府の物価 抑制策
中国政府 は,前 に述べたよ うなイ ンフ レを抑制
す るために積極的な引締あ政策を打 ち出 した。そ
の主要 な政策が金融政策であ る。93年 に預金,貸
出金利 の引上げを通 じて,国 有企業,民 営(合 併な
ど)企 業,中 小商店 などに対 して金融機関か らの
融資 を抑制 した。 また3年 以上 の定期預金金利 に
対 しては預金者保護 の立場か ら物価 スライ ド制 を
導入 し,国 債 の利率 も引 き上 げることによ って経
済過熱化 をコン トロール した。地方政府 に対 して
は,外 資導入などによる開発 区における過剰投資
を抑制 した。
1993年7月 には,経 済活動 の総量規制 と金融制
度 の整備の必要性 を強調 した。社会主義市場経済
の運営 にあた って も,企 業活動の潤滑油 に当 る金
融のあ り方が景気動 向を左右す る。
社会主義市場経済の発展に ともな って,中 国国
内の通貨供給量 も増大 した。いわゆ るM,(現 金通
貨+銀 行 預 金)の 規 模 は,1981年 に名 目GNP
41.1%だ ったが,92年 にはGNP規 模 の2倍 以上
に拡大 した。企業 の広範囲 な潜在的資金への需要
圧力が高 くな り,経 済の過熱化を もた らす要因 と
な っている以上,政 府 は,資 金の流れを管理す る
必要 に迫 られ,金 融制度の改革 にの りだ した点 に
ある。93年6月,金 融制度改革 の16項 目を提案
した。その代表的 な改革 は,第1に 非金融機関 に
よ る非合法的な債券発行 を禁止 し,過 剰金融化,
バ ブル化を防止 した。 この点 は,沿 海部 の諸都市
において ノンバ ンクが,抵 当権 な しで貸 出 しを自
由 に行 っていた ことを禁止 した。第2に 金融機関
が非金融機関(ノ ンバ ンク)に 対 して貸 し付 ける資
金を整理す ることにあ った。 この点,中 国の金融
制度の未整備 のため,企 業が,自 由 に高利で債券
を発行 することも抑制 した。従来 ノ ンバ ンクの設
立 も自由で あったため,野 放図に資金が流動 し,
経済 の過熱化の原因 にな っていた。 この点を,抑
制す る政策 にでたのは賢明な対応であ った。人民
銀行=国 立 中央銀行が,す べての金融 の流 れ,債
券,株 式の流 れを掌握 し,管 理す るシステムを作
ることにある。 そうでないかぎり,イ ンフレ,デ
フ レに合理 的 に対応 す ることがで きな い。 この
点,金 融制度の体質を改革 し,イ ンフレ抑止策 に
乗 り出 した点を評価 したい。
インフ レ抑制策 として投資政策 に乗 り出 した点
も評価 してよいであろ う。中国では,生 産財部門,
消費財部門の充実のためにイ ンフラ投資 に重点を
おいて きた。だが,民 間の高利潤率を もた らす加
工産業やサー ビス関連業へ投資資金が流 出す る。
この点を改 めて管理 し,公 共部門へ資金が流れ る
対策 を打ち出 した。
「世界経済 白書』(1993年)に よると中国では投
資 の項 目は生産性投資 と非生産性投資 とに大別 さ
れて いる。非生産性投資 とは住宅建設,文 教関連
施設,公 共事業 などを含む投資の概念だが,91,
92年 とこの非生産性投 資の寄与 度が拡大 して い
るとい う。 この部門には,公 民館,ホ テル,ゴ ル
フ場,別 荘 なども含 まれている。 ホテル,ゴ ルフ
場な どの高利益率 の部門へ投資が傾斜 し,生 産部
門への投資がお くれ る傾向があ り,こ うした投資
のあ り方 を是正 してい くべ きであろ う。
わた くしが強調 した いのは,非 生産性投 資部
門,と くに教育,福 祉,環 境 などに重点的に投資
し,生 産部門の投資 と連動すべ きであろう。 とり
わ け,中 国の高成長政策 は,公 害対策,環 境保全
対策を軽視 したことによって可能であ った。 だか
ら,非 生産部門の中に環境対策 の項 目を導入 し,
環境保全 を前提 とした生産投資を展開すべ きなの
である。
ともあれ,中 国政策 の引締 め政策 によ って93
年7月 頃か ら鉱工業生産額が鈍化 した り,国 定資
産投資総額 も鈍化 し,鋼 材,化 学原料,自 動車に
ついて も価格上昇率が低下 しつつ ある。 また物価
国際化時代の 「中国経済」の課題とはなにか
につ いては,さ らに厳 し く監 視す る必 要 があ ろ
う。
イ ンフレ抑制策 は,総 合対策であ り,中 国国民,
市民 の生活 の量 ・質を高めるために も重要課題で
あろう。
4.今 後 の課題
21世 紀 を目前 に して,中 国 にとって大 きな課題
は,地 域格差是正策 と環境対策であろ う。地域 の
経済格差 については,内 陸部 の農村 をいかに活性
化す るかにあ る。例 えば,農 産物の買 い付 け価格
を引 き上げて農家の可処分所得を順次大 きくして
い くこと,さ らに中央 政府,地 方政府 が一 丸 と
な って遅れてい る灌概施設な ど農家 の基盤整備を
強化す ること,と くに,工 業部門への投資の30%
を農業基盤投資 に振 り向 けること,さ らに農村部
の企業であ る郷鎮企業を農村部だけでな く,内 陸
部 に も普及 させ ること,農 民の賦課金 をで きるだ
け軽減 し,農 民が未来 に向 って自立で きる条件 を
作 ることにあ る。 さらに農村 を新 しい田園都市 と
して位置づけ,都 市部 との流通系統 のネ ットワー
クを作 ること,と りわけ20年 を目標 に道路 など
交通体系 を整備 すべ きではないで あろうか。
一方
,中 央政府が,最 近発表 した 「環境広報」
(中国の環境白書)は,環 境汚染の人間 の健康 に与
え る悪影響 を訴えた。経済 の急成長 による環境汚
染 が深刻 であることを 自覚 した点であ る。環境保
全対策 は立遅 れているので,こ の問題提起 はきわ
めて意義があ る。
例 えば,四 川省重慶市の例を とると,人 工1400
万人,鉄 鋼,機 械 などの工場が集 中す る重工業都
市 で,大 気汚染が最 も深刻であ る。同市 の環境保
護局長によると,約9平 方キ ロの市中心部に住む
人 々の肺がんによる死者 は,73年 当時10万 人あ
た り21人 だ ったが89年 には54人 に達 した とい
う。 その他 の工業都市で も,ど のよ うに して二酸
化硫黄(SO2)な ど硫黄酸化物(SO。)を 除去 してい
くか,さ らに,中 国では工場 の最大 のエネルギー
源 は硫黄分の多 い石炭 であ る。硫黄分 の処理を適
切 に実施す るための脱硫装置 も普及 して いない。
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これ を普及 させ ることを政府 は義務 づけるべ きで
はなかろ うか。
中国最 大 の石炭 産 出地 域 であ る山 西省 は,炭
鉱 製鉄所 などが集中 している。 ここで も脱硫装
置はおろか集塵装置 さえ備 えていないとい う。
中国政府,省,市 は,経 済成長を抑制 しつつ環
境保全 に全力 を傾注すべ きであろう。 こん ご自動
車の普及 は,NOxを 増大 させるであろ う。事前に
総 合 的環境 対策 を展 開 すべ きで あ ろ う し,日 本
も,中 国の環境対策 に全面 的に協力すべ きではな
か ろうか。 日本 は1970年 代 の深刻 な環境 汚染 を
経験 し,そ の後,政 府,大 都市 の地方 自治体 は ,環
境保全 に対 してかな りの実績 をもって いる。 もち
ろん,い ま地球環境汚染 に対 す る施策 を作 り,実
践 しつつ あ るが,依 然 と して不十分 で はあ るが ,
中国の環境対策 に対 して 日本 の汚染防止技術 など
を通 じて協力すべ きであると考えている。
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